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          令和7年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

 

研究課題名（課題番号）：強度行動障害を有する知的・発達障害に関わる医療従事者向け研修プロ
グラム開発に向けた研究（24GC0701） 

 

分担研究報告書 

 

分担研究課題名：「当事者家族への支援」講義資料及び講義ビデオの作成 

 

研究分担者： 石井礼花（東京医科大学 精神医学分野） 

 

A.研究目的 

強度行動障害の当事者家族について、支援の

必要性、支援のポイント、家族支援の種類

（ペアレントメンター、ペアレント・プログ

ラム、ペアレント・トレーニングなど）や、

具体例などについて知ることができることを

ねらいとし、学習の機会を提供するため、研

修プログラムを作成する。他の講義との内容

や形式を統一し、最終的な資材とビデオの作

成を行うことを本年度の目標とした。 

 

B.研究方法 

本研修プログラムは、強度行動障害のある人

の当事者家族、自閉スペクトラム症の親のス

トレスについて調べ、 発達障害者支援法に

おける家族支援の枠組み（ペアレント・プロ

グラム、ペアレント・トレーニング、ペアレ

ント・メンター）家族会の HPの紹介を行っ

た。 

強度行動障害に至るまでに、自閉スペクトラ

ム症や知的症といった診断がされるが、上記

診断の症状の重さからくる 特定の刺激に対す

るこだわりなどの障害特性で、それと環境要

因の相互作用で Challenging behaviourが増

えていくと言われている。強度行動障害に至

る前に家族へはどんなサポートが提供できる

か。至ってからの家族へのサポートは何か 

家族会の例を挙げて講義資料を作成した。 

 

（倫理面への配慮） 

 事例に関しては、個人情報保護に最大限留

意し、発表に関しては本人に同意取得が困難

であるため、保護者に説明し同意を得てい

る。 

 

C.研究結果 

まず、当事者家族について、支援の必要性

を述べた。養育者のストレス、社会的スティ

グマ、親の孤立、きょうだい、診断をして支

援に繋げる、早い診断と支援の導入が必要、

初診時及び診断・支援を伝える時について先

行研究を引用して示し、診断が早い時期ほど

親の満足度が上がることを示した(1)。家族

の支援を受けることの利点は、量的研究によ

って裏付けられており、家族の支援が増える

とストレスレベルが低下したり、親の心理的

な幸福度が向上する。(2) 

2016年に改正された発達障害者支援法では、

第５条において、発達しょうがいの疑いのあ

る子どもの親についても十分な情報や相談の

研究要旨 

「当事者家族への支援」（応用編）について講義資料及び講義動画を昨年度に作成した研修

参加者ならびに当事者からの意見を聴取し、他の講義との用語やスライドの様式について統

一を図り、動画を再度録画した。強度行動障害の当事者家族について、支援の必要性、支援の

ポイント、予防的な家族支援の種類（ペアレントメンター、ペアレント・プログラム、ペアレン

ト・トレーニングなど）、自宅で利用できる家族支援サービス、家族への支援情報、家族会の声

など具体例について知ることができるように解説を行った。 
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機会の提供が必要であることが強調され、第

１３条においても家族支援の必要性がより強

く明記した。各自治体は発達障害のある子ど

もやその疑いのある子どもの親も含めて、情

報提供や相談支援を行っていく責務を持って

いることを示し、強度行動障害の予防的支援

としてペアレントトレーニングとペアレント

プログラム（家族の対応力向上）、ペアレン

トメンター（当事者による助言）を示した。

さらにどのような内容かをそれぞれ示し、そ

の違いを示すと共に、活用法を紹介した。ま

た、親自身のアセスメントとその結果親自身

の治療の必要な場合があることを示した。 

さらに、家族会の HP(3,4)や Youtube(5)よ

り事例等を示し、実際にご家族の声を知るこ

とで理解の充実を図った。意見聴取では、研

修全体を通して、用語やスライド形式の統一

を図った方が良いこと、また、専門的な用語

がわかりにくいことから用語集があった方が

良いとの意見をいただいた。上記を反映し

て、スライドを修正し、動画を作成した。 

  

D.考察・結論 

強度行動障害に至るまでに、自閉スペクト

ラム症や知的症といった診断がされるが、至

るまでの環境要因をなるべく減らせるように

したい。そのためには、診断を早く行い早く

から支援に繋げることが必要である。ペアレ

ントトレーニングやペアレントプログラムな

ど家族支援を早期に受けられることが望まれ

る。強度行動障害に至ってからの家族支援は

十分に資源が揃っているとは言い難く、当事

者・家族からの意見を取り入れたシステム作

りが必要である。 

 

 

E.健康危険情報 

 本研究に関係する健康危険情報はない。 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

 なし 

2.学会発表 

 なし 

 

G.知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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3. 「おもに在宅でお子さんの行動に困って

おられる保護者の皆様へ（東京都自閉症

協会 有志 11人）」 

https://search.app/dtshhBwLiBS6Rd898 

 

4. 強度行動障がい者支援福岡市 強度行動

障害者支援 ヘルパーステーション お

かえり家族会  

https://www.okaeri.or.jp/service/#ser

vice05 

 

5. 強度行動障害がある人のひとり暮らし

https://www.youtube.com/watch?v=uutXM

NBzQoY（おかえり家族会の HPより）  

 

https://search.app/dtshhBwLiBS6Rd898
https://www.okaeri.or.jp/service/
https://www.okaeri.or.jp/service/
https://www.youtube.com/watch?v=uutXMNBzQoY
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